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１．道路施設（トンネル）の現状と課題 

 韮崎市が管理する供用中のトンネルは令和６年３月３１日現在３本であり、建

設後の平均経過年数は約５０年、また、建設後５０年を超えるトンネル本数の割

合は、現在の約６６％が、２０年後には１００％となり、すでにトンネルが高齢

化の状況にある。 

更に、コンクリート片の剥離などの事象が顕在化され、定期点検による確実な

状態把握（早期発見）、点検結果に基づく確実な対策（早期補修）が必要となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１．市内トンネル位置図 

 

 

 

表-１．対象施設一覧 

新府隧道 (ｼﾝﾌﾟｽﾞｲﾄﾞｳ) 市道(藤井)4号線 92.4m

穴山隧道 (ｱﾅﾔﾏｽﾞｲﾄﾞｳ) 市道(穴山)1号線 47.9m

大穴隧道 (ｵｵｱﾅｽﾞｲﾄﾞｳ) 市道(穂坂)89号線 127.4m

267.7m計

トンネル名 (ﾌﾘｶﾞﾅ) 路線名 延長
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２．道路施設のメンテナンスサイクルの基本的な考え方 

 今後道路構造物が急速に老朽化していくことを踏まえ、道路管理者の責任による

点検→診断→措置→記録というメンテナンスサイクルを確立するために具体的な点

検頻度や方法等が法律で定められ、また、「道路の老朽化対策の本格実施に関する提

言」（平成２６年４月）より、メンテナンスサイクルを持続的に回すよう取り組むべ

きと提言された。 

これらを踏まえて、今後さらに、老朽化する道路構造物の増加が見込まれること

から、下記の定期点検要領等に基づき、５年に１回の頻度で、近接目視による点検

を実施し、健全性の判定を４段階で区分して構造物の状態を把握していく。 

その後、点検・診断結果に基づき必要な措置を適切な時期に着実かつ効率的・効果

的に講じ、点検結果と共に記録してメンテナンスサイクルを回すことで老朽化対策

を推進していく。 

 

（１）定期点検要領等 

  ・道路トンネル定期点検要領（技術的助言） 

（国土交通省道路局国道・防災課 Ｈ２６．６） 

（２）トンネル等の健全性の診断結果の分類に関する告示 

（平成２６年国土交通省告示第４２６号） 

 

 

 

表-２．トンネル定期点検結果の健全度区分 

 

 

状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。

Ⅱ 予防保全段階
構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点
から措置を講ずることが望ましい状態。

Ⅲ 早期措置段階
構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置
を講ずべき状態。

Ⅳ 緊急措置段階
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が
著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態。

区分
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図-２．メンテナンスサイクル 

 

 

   

写真-１．点検状況         写真-２．補修・処置状況 
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（３）点検・補修・設計に関する新技術 

韮崎市では点検の効率化・合理化を目指し、近接目視を補完・代替する点検支援新

技術に関して、トンネル点検の新技術を積極的に活用していく。 

また、トンネルの長寿命化および維持管理の効率化を図るため、民間事業者等に

より開発された有用な補修工法の新技術を積極的に活用していく。 

① トンネル点検の新技術 

■トンネルの損傷写真を撮影する技術 

・カメラを搭載した移動用車両が走行することで、交通規制なしで覆工面画像を撮影 

・トンネルの定期点検の現場で活用 

 

【主な技術事例】 

1) 走行型高精細画像計測システム（トンネルトレーサー）（TN010003-V0120） 
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2) 走行型高速 3D トンネル点検システム MIMM-R／MIMM（ver.3）(TN010006-V0120) 

 

 

 

 

 

 

■トンネル覆工面のうき・はく離の非破壊検査技術 

・移動用車両に搭載したレーダ探査装置や打音検査装置により、覆工面のうき・はく

離を検知 

・トンネルの定期点検・調査の現場で活用 

【主な技術事例】 

1) 天秤方式移動型レーダ探査技術（TN020004-V0020） 

2)  
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2)打音検査ユニット（TN020005-V0020） 

 

 

 

 

 

② 補修工法の新技術 

■はく落防止対策工の新技術 

従来の補修工法よりも安全性・経済性・施工性を向上させることを目的とした技術

である。 

従来の補修工法から難燃性炭素繊維製グリッドとガラスメッシュを一体化したネッ

ト系のはく落対策工法に変えることにより、以下の効果が期待される。 

・はく落対策が必要な箇所に張り巡らせることで、万一のはく落にも完全に対応でき

るため、安全性の向上が図れる。 

・日当たり施工量が大きく、作業工程に要する時間が少なくなったため、施工性およ

び経済性の向上、工程の短縮が図れる。 

【主な技術事例】 

1) トンネルはく落対策工「ハードメッシュ」（KT-190006-A） 
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2) 超薄膜スケルトンはく落防災コーティング（CG-120025-VR） 

 

 
 

■漏水対策工の新技術 

従来の補修工法よりも安全性・経済性・施工性を向上させることを目的とした技術

です。導水シートの設置はアンカー固定による簡単な施工であり、コンクリートの

はつり工やエポキシ樹脂等による外装が不要となるため、施工性の向上及び工程の

短縮等が期待できる。 

【主な技術事例】 

1) NS メッシュ工法（SK-170009-A） 
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2) アーチ・ドレン工法（KK-120043-VE） 

          

■ひび割れ注入工の新技術 

覆工面のひび割れに対する注入に関して、従来の注入工法より充填率を向上させ

ることを目的とした技術である。 

透明なシールテープを用いることにより、注入材の充填状況が確認でき、手動式

低圧注入工法を採用することで充填状況を確認しながら最適な圧力で注入が可能と

なり、施工品質の向上等が期待できる。 

【主な技術事例】 

1) ひび割れへのシールテープ「せこたん」を用いた手動式低圧注入工法（TH-200001-A） 
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2) CS-21 ひび割れ補修セット（CG-110003-VE） 

      

３.計画期間 

 ５年に１回の定期点検サイクルを踏まえ、点検間隔が明らかとなるよう計画期間

は１０年とする。なお、点検結果等を踏まえ、毎年、計画を更新する。 

 

４．対策の優先順位の考え方 

 点検結果に基づき、効率的な維持及び修繕が図られるよう必要な措置を講ずる。

なお、対策の優先順位は、トンネルの健全性の他、第３者への影響度や路線の重要

度などを総合的に勘案して判断する。 

 

 

５．施設の状態・対策内容・実施時期・対策費用（別添 点検計画・修繕計画） 

 韮崎市で管理するトンネル３箇所のうち、平成３０年度に３箇所の点検を実施し、

その結果は、判定区分Ⅲが３箇所となっている。 

 また、トンネルにおける修繕計画は、別添のとおり、補修等の措置を予定してい

る。 

 メンテナンスサイクルを継続的に回すことで、トンネルを長期間にわたって健全

な状態に保つことが可能となる。 
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（１）令和５年度の診断結果と今後の修繕計画 

 対策は、点検・診断結果に基づき各トンネルの状態等を十分に把握し、対策範囲・

規模を対策の目的を満足する範囲で経済性等を考慮し決定する。 

 

診断結果
和暦 西暦 判定区分 R4 R5 R6 R7 R8

新府隧道 S42 1967 57 Ⅱ 〇
穴山隧道 S33 1958 66 Ⅱ 〇
大穴隧道 S58 1983 41 Ⅱ 〇

トンネル名 建設年次 年齢 修繕結果

 
 

 

表-３．診断結果に対する修繕計画 

※上記修繕計画には、日常巡視等による監視措置としたものは含まない。 

※対策費用については、今後掲載予定。 

※修繕・対策が複数年度にまたがる場合は初年度にカウントしている。 
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（２）判定区分Ⅲのトンネル状況 

 

■新府隧道 （写真-3．左：全景  右：コンクリートのうき） 

  
■穴山隧道 （写真-4．左：全景  右：コンクリートのうき） 

  
■大穴隧道 （写真-5．左：全景  右：クラック応急補修） 
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７．コスト縮減効果の算定 

ここでは、これまでの点検結果を踏まえて、事後保全型管理で対応する場合と予

防保全型管理で対応する場合とでのコスト縮減効果を算定する。 

トンネル補修や定期点検業務等に必要な費用として、事後保全型管理での補修を実

施する場合、今後 100 年間では約６億円程度必要になる。（点検・修繕費用） 

一方で、予防保全型管理での補修を実施する場合、今後 100 年間では約４億円が

必要（点検・修繕費用）になるという試算結果となった。 

上記試算結果を比較すると、予防保全型管理による適切な維持管理を行うことで、

100 年間の試算で事後保全型管理に比べて、約２億円（約34%）のコスト縮減が見込

まれる。 

 

（１）費用の縮減に関する具体的な方針 

  

修繕においては、予防保全型の維持管理の実施や、NETIS 登録の新技術の活用を徹

底することにより、トンネル等の長寿命化を図り、長期的な維持管理に係るコスト

の縮減を図る。 加えて、トンネル照明の計画的な更新とライフサイクルコスト

（LCC）の縮減等を目的として、LED 化を実施し、電気料金の縮減や灯具交換等の省

力化を図る。 

短期的な数値目標として、R12 年度の定期点検までに画像車等の新技術を活用し、

約 1割の費用縮減を目指す。 

 

（２）集約化・撤去に関する目標 

 

 点検・修繕・更新等に係る短期的な費用削減方法として、施設の集約・撤去があげ

られる。しかし。大穴隧道、新府隧道、穴山隧道は韮崎市と北杜市を繋いでいる生

活道路として重要な役割を担っている。周囲には代替できる施設はなく、迂回路も

ない状態であるため、当該トンネルの利用を中止する選択は不可能である。改築・再

構築、開削（撤去）等の更新をする場合は相応の費用が必要となり、生活道路とし

て機能しているため、今後においても費用縮減対象として考慮するのは困難と考え

られる。 


